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第４章.圏域の区分

１.圏域の設定

（１）設定の考え方

全国で最も人口減少が進む本県にとって、将来にわたって水道事業を継続していくためには、

経営基盤の強化を図ることが最も重要です。経営基盤を強化する方法としては、水道料金の値上

げ、施設の統廃合のほか、市町村の行政区域を越えた広域的な連携（以下この章において「広域

連携」という。）が選択肢となりますが、広域連携の検討を進めるには、推進役の県と事業主体

の市町村の協力が必要です。第４章では広域連携の検討を進めるための基本的な圏域設定を行い

ます。

２００８年（平成２０年）９月に改訂した「秋田県水道整備基本構想（秋田県版地域水道ビジ

ョン）」で設定した圏域区分は、厚生労働省が示す「都道府県水道ビジョン」作成の手引きで求

められる要件を満たしていることから、引き続き、６圏域に区分します。

なお、圏域を越えた事業者間の連携を制限するものではなく、広域連携の推進については柔軟

に対応することを基本とします。

表 ４-１ 圏域の構成市町村

注）面積は、八郎潟調整池境界未確定分 22km２が内訳に含まれていないため、計とは一致しない。 人口は、平成２７年

１０月１日現在。

出典：国勢調査、秋田県の土地利用【土地利用に関する現況】平成３０年１２月

圏域名 構成市町村 面積（km２） 人口（人）

北 鹿
鹿角市 小坂町 大館市 北秋田市

上小阿仁村
３，２３２ １４７，１５７

山 本 能代市 三種町 八峰町 藤里町 １，１９１ ８２，４７６

秋 田
秋田市 男鹿市 潟上市 五城目町

井川町 八郎潟町 大潟村
１，６９５ ４００，９１１

由 利 由利本荘市 にかほ市 １，４５１ １０５，２５１

仙 北 大仙市 仙北市 美郷町 ２，１２９ １３０，５８５

雄 平 横手市 湯沢市 羽後町 東成瀬村 １，９１８ １５６，７３９

計 １１，６３８ １，０２３，１１９
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図 ４-１ 圏域設定
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２.圏域ごとの水道の現況と特徴

圏域ごとの現況と特徴は、次のとおりです。

（１）北鹿圏域

米代川流域上流に位置し、花輪盆地、大館盆地及び鷹巣盆地といった可住地を中心に街が広がり、

鹿角市、小坂町、大館市、北秋田市、上小阿仁村の３市１町１村で構成されます。配水管使用効率

が９．３ｍ３／ｍと仙北圏域に次いで低いのは、給水人口が少ない割に広い区域に給水を行ってい

ることを示しています。

給水原価1及び管路経年管率2は、各圏域の中で最も高くなっている一方、管路更新率は最も低く

なっています（図 ４-２）。２０１８年度（平成３０年度）に給水原価が大きく上昇しているの

は、北秋田市（森吉・合川）上水道が公営企業会計を導入したことによる影響と考えられます。供

給単価3は、微増傾向を示していますが、水道水を作る費用が賄えていない状況です。

これまでの管路更新率のままでは管路経年管率がさらに上昇していくことが予測されるため、管

路更新に努める必要があります。管路更新に必要な資金を確保するためには、料金を見直す必要が

あります。

※上水道の数値を集計している。 出典：平成３０年度秋田県水道施設現況調査

職員数は生活衛生課調べ

給水収益は平成３０年度決算市町村公営企業概要

現

況

給水量 １５，６３３千ｍ３／年

管

種

鉄管類 ３６４ｋｍ（２１．６％）

普及率 ８９．７％ 石綿管 １９ｋｍ （１．１％）

有収率 ７５．８％ 塩ビ管 １，０９５ｋｍ（６５．２％）

負荷率 ８７．６％ その他 ２０４ｋｍ（１２．１％）

稼働率 ７１．７％

水

源

ダム ３１０千ｍ３／年 （１．８％）

施

設

上水道 ５事業 表流水 １０，５３２千ｍ３／年（６１．５％）

簡易水道 ２５事業 伏流水 １，５８８千ｍ３／年 （９．３％）

専用水道 ２１施設 地下水他 ４，７０３千ｍ３／年（２７．４％）

小規模水道 ２８事業

経

営

給水原価※ ２３４円／ｍ３

配水管使用効率 ９．３ｍ３／ｍ 供給単価※ ２１１円／ｍ３

給水収益※ ２，２３５，５１８ 千円／年

職員数 事務職３０人、技術職等１９人

1 給水原価：有収水量１ｍ３当たりにどれだけの費用をかけているかを表す指標。
2 管路経年管率：管路の総延長に対する法定耐用年数を経過した管路の割合。
3 供給単価：利用者から徴収する水道料金（給水収益）の有収水量１ｍ３当たりの平均単価を表す指標。
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

供給単価（円/ｍ3） 205.2 205.7 207.1 206.7 208.1 208.8 209.2 209.3 210.3 210.7 

給水原価（円/ｍ3） 191.4 192.5 206.6 207.3 213.8 209.4 210.4 210.0 216.1 233.5 

資本費（円/ｍ3） 104.1 101.2 111.2 109.2 110.8 106.0 105.9 103.5 110.9 121.2 

料金回収率（％） 107.2 106.9 100.3 99.7 97.3 99.7 99.4 99.7 97.3 90.2 

管路経年管率（％） 7.5 7.9 13.2 15.4 

管路更新率（％） 0.3 1.0 0.1 0.2 

経
営
分
析

図 ４-２ 供給単価、給水原価、管路経年管率、管路更新率の推移（北鹿圏域）

出典：市町村公営企業概要（各年度）

（２）山本圏域

米代川流域下流に位置し、能代平野の可住地を中心に街が広がり、能代市、八峰町、三種町、藤

里町の１市３町で構成されます。普及率は８９．８％となっており、主な水源は北鹿圏域同様に表

流水であり割合は７０．３％を占めています。

各圏域の中で最も給水収益が少なく、規模が小さいと言えますが、給水原価は減少傾向、供給単

価は増加傾向を示しており、管路経年管率も現状を維持しています（図 ４ｰ３）。経営努力が見

られますが、今後は管路更新率を上げる必要があるため、必要に応じて料金を見直す必要がありま

す。

現

況

給水量 ８，７１１千ｍ３／年

管

種

鉄管類 １７４ｋｍ（２１．２％）

普及率 ８９．８％ 石綿管 ３ｋｍ （０．４％）

有収率 ８１．２％ 塩ビ管 ５４２ｋｍ（６６．０％）

負荷率 ７９．３％ その他 １０２ｋｍ（１２．４％）

稼働率 ６８．４％

水

源

ダム ０千ｍ３／年 （０％）

施

設

上水道 ２事業 表流水 ６，８４４千ｍ３／年（７０．３％）

簡易水道 １３事業 伏流水 ５６千ｍ３／年 （０．６％）

専用水道 ４施設 地下水他 ２，８２６千ｍ３／年（２９．１％）

小規模水道 ２１事業

経

営

給水原価※ １８３円／ｍ３

配水管使用効率 １０．６ｍ３／ｍ 供給単価※ １９６円／ｍ３

給水収益※ １，０５９，３０８ 千円／年

職員数 事務職１５人、技術職等８人
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図 ４-３ 供給単価、給水原価、管路経年管率、管路更新率の推移（山本圏域）

出典：市町村公営企業概要（各年度）

（３）秋田圏域

馬場目川流域及び雄物川流域の下流に位置し、秋田平野の可住地を中心に街が広がり、男鹿市、

潟上市、五城目町、井川町、八郎潟町、大潟村、秋田市の３市３町１村で構成されます。中心的都

市である秋田市の人口は、約３２万人であり、県内人口の３１％が集中しています。有収率が８９．

５％と県内で最も高く、水道事業のほとんどが市町村の経営であり、上水道が多く小規模水道が少

ないのが特徴です。

各圏域の中で最も給水収益が多く、供給単価も安定、給水原価も低くなっています（図 ４-４）。

管路更新率も他の圏域より高くなっていますが、管路経年化の進行を抑えるまでに至っていません。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

供給単価（円/ｍ3） 170.6 166.8 167.1 194.8 198.9 199.1 199.5 197.7 195.1 195.7 

給水原価（円/ｍ3） 190.1 187.4 185.9 188.0 187.2 181.8 176.0 164.2 177.3 183.0 

資本費（円/ｍ3） 119.8 118.1 116.4 113.3 112.3 103.4 97.8 87.6 97.9 97.9 

料金回収率（％） 89.7 89.0 89.9 103.6 106.3 109.5 113.4 120.4 110.0 106.9 

管路経年管率（％） 14.0 10.4 11.2 11.6 

管路更新率（％） 0.4 0.3 0.7 0.8 

経
営
分
析

現

況

給水量 ４５，２２６千ｍ３／年

管

種

鉄管類 １，４２８ｋｍ（４７．３％）

普及率 ９８．２％ 石綿管 ５ｋｍ （０．２％）

有収率 ８９．５％ 塩ビ管 １，０９０ｋｍ（３６．２％）

負荷率 ８６．４％ その他 ４９２ｋｍ（１６．３％）

稼働率 ５９．３％

水

源

ダム ５，０６１千ｍ３／年 （９．８％）

施

設

上水道 ６事業 表流水 ４１，９６２千ｍ３／年（８０．９％）

簡易水道 ２事業 伏流水 ０千ｍ３／年 （０％）

専用水道 ２１施設 地下水他 ４，８１６千ｍ３／年 （９．３％）

小規模水道 ３事業

経

営

給水原価※ １７４円／ｍ３

配水管使用効率 １５．２ｍ３／ｍ 供給単価※ １９０円／ｍ３

給水収益※ ７，６１４，９１６ 千円／年

職員数 事務職４１人、技術職等１０５人
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図 ４-４ 供給単価、給水原価、管路経年管率、管路更新率の推移（秋田圏域）

出典：市町村公営企業概要（各年度）

（４）由利圏域

子吉川流域に位置し、本荘平野の可住地を中心に、由利本荘市、にかほ市の２市で構成されます。

普及率が９９．５％と県内で最も高く、ほぼ全域に水道が普及している地域であり、水道事業の

ほとんどが市町村により経営されています。２００８年度（平成２０年度）では、石綿セメント管

が１５６ｋｍと最も多く残存していましたが、現在は６１ｋｍまで改善されています。昔から渇水

に悩まされてきた地域であるため、ため池等のダム水源の割合が４２．９％と高くなっています。

各圏域の中で最も供給単価が低い圏域ですが、２０１７年度（平成２９年度）に由利本荘市の簡

易水道が統合されたため、給水原価が大きく上昇しています。現在は原価割れになっているため、

料金を見直す必要があります（図 ４-５）。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

供給単価（円/ｍ3） 187.7 187.8 187.9 188.2 189.0 189.1 189.5 189.5 189.9 190.2 

給水原価（円/ｍ3） 176.3 172.1 171.2 170.8 182.2 158.1 156.7 160.5 163.0 173.8 

資本費（円/ｍ3） 82.6 80.8 82.0 83.5 86.3 74.4 75.8 75.0 74.9 76.9 

料金回収率（％） 106.5 109.1 109.8 110.2 103.8 119.6 120.9 118.1 116.5 109.5 

管路経年管率（％） 5.0 5.6 6.2 7.0 

管路更新率（％） 0.7 0.8 0.8 0.9 

経
営
分
析

現

況

給水量 １５，６４９千ｍ３／年

管

種

鉄管類 １５６ｋｍ（１０．１％）

普及率 ９９．５％ 石綿管 ６１ｋｍ （４．０％）

有収率 ８３．３％ 塩ビ管 １，０１０ｋｍ（６５．７％）

負荷率 ８５．９％ その他 ３１１ｋｍ（２０．２％）

稼働率 ６６．６％

水

源

ダム ８，０８５千ｍ３／年（４２．９％）

施

設

上水道 ２事業 表流水 ３，９８５千ｍ３／年（２１．１％）

簡易水道 ０事業 伏流水 ０千ｍ３／年 （０％）

専用水道 ６施設 地下水他 ６，７９１千ｍ３／年（３６．０％）

小規模水道 １事業

経

営

給水原価※ １８６円／ｍ３

配水管使用効率 １０．２ｍ３／ｍ 供給単価※ １８１円／ｍ３

給水収益※ ２，３５３，６８９ 千円／年

職員数 事務職員２４人、技術職等１９人
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図 ４-５ 供給単価、給水原価、管路経年管率、管路更新率の推移（由利圏域）

出典：市町村公営企業概要（各年度）

（５）仙北圏域

雄物川流域の中流・上流北側に位置し、横手盆地北部の可住地を中心に街が広がり、大仙市と仙

北市、美郷町の２市１町で構成されます。

各圏域の中で最も負荷率が低い圏域であり、水道水の需要変動が大きく、施設能力からみて効率

性が低くなっています。低い負荷率は、規模の小さい水道施設に多く見られる傾向であり、簡易水

道と専用水道の数が各圏域の中で最も多いことがこれを裏付けています。また、地下水を水源とす

る割合が高く、地下水源が豊富ですが、普及率が低く、飲用井戸が数多く存在している圏域です。

２０１７年度（平成２９年度）に給水原価が急激に上昇していますが、これは大仙市の公営簡易

水道が公営企業会計を導入したことによる影響と考えられます（図 ４-６）。管路更新率も低く、

管路経年管率も上昇傾向にあるため、料金を見直す必要があります。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

供給単価（円/ｍ3） 147.5 147.9 152.8 158.9 165.2 172.6 178.6 178.6 180.4 180.6 

給水原価（円/ｍ3） 143.2 136.6 141.7 139.2 151.8 155.7 159.7 156.6 185.0 186.0 

資本費（円/ｍ3） 71.7 71.0 73.1 73.5 82.3 80.6 87.1 84.8 108.6 110.6 

料金回収率（％） 103.0 108.3 107.8 114.1 108.8 110.9 111.8 114.1 97.5 97.1 

管路経年管率（％） 5.0 7.9 7.1 8.0 

管路更新率（％） 0.2 0.5 0.4 0.5 

経
営
分
析

現

況

給水量 １２，４９２千ｍ３／年

管

種

鉄管類 ３４５ｋｍ（２０．９％）

普及率 ７１．７％ 石綿管 ０ｋｍ （０％）

有収率 ７４．１％ 塩ビ管 ８６８ｋｍ（５２．５％）

負荷率 ７６．９％ その他 ４３９ｋｍ（２６．６％）

稼働率 ８３．３％

水

源

ダム ３０６千ｍ３／年 （２．０％）

施

設

上水道 ３事業 表流水 ４，８４９千ｍ３／年（３２．１％）

簡易水道 ３９事業 伏流水 ４６６千ｍ３／年 （３．１％）

専用水道 ２７施設 地下水他 ９，４９４千ｍ３／年（６２．８％）

小規模水道 ２７事業

経

営

給水原価※ ２２９円／ｍ３

配水管使用効率 ７．６ｍ３／ｍ 供給単価※ ２０３円／ｍ３

給水収益※ １，８１９，４７０ 千円／年

職員数 事務職３０人、技術職等５人
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図 ４-６ 供給単価、給水原価、管路経年管率、管路更新率の推移（仙北圏域）

出典：市町村公営企業概要（各年度）

（６）雄平圏域

雄物川流域の上流南側に位置し、横手盆地南部の可住地を中心に街が広がり、横手市、湯沢市、

羽後町、東成瀬村の２市１町１村で構成されます。

簡易水道、専用水道、小規模水道が比較的多く存在しており、これらの多くが伏流水や地下水を

水源としています。このため、伏流水や地下水の割合が高くなっており、仙北圏域と同様に地下水

源が豊富である圏域です。

給水原価が上昇傾向を示していますが、供給単価も同様であり、一見してバランスの取れた経営

状況に見えます（図 ４-７）。しかしながら、毎年のように原価割れの状況になっているため、

先を見据えた料金設定が必要になります。

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

供給単価（円/ｍ3） 198.5 197.0 198.0 198.2 199.0 198.5 198.4 198.6 203.6 203.5 

給水原価（円/ｍ3） 165.9 161.5 184.3 181.7 172.6 162.8 171.4 167.2 227.0 229.0 

資本費（円/ｍ3） 75.5 75.8 80.1 78.2 80.8 71.3 70.0 68.7 131.8 127.8 

料金回収率（％） 119.7 122.0 107.4 109.0 115.3 121.9 115.7 118.8 89.7 88.9 

管路経年管率（％） 4.9 9.0 10.4 14.8 

管路更新率（％） 0.1 1.1 0.9 0.2 

経
営
分
析

現

況

給水量 １６，３４２千ｍ３／年

管

種

鉄管類 ４６５ｋｍ（２６．７％）

普及率 ８８．７％ 石綿管 ８ｋｍ （０．５％）

有収率 ７８．５％ 塩ビ管 ７９５ｋｍ（４５．７％）

負荷率 ８５．０％ その他 ４７１ｋｍ（２７．１％）

稼働率 ７０．７％

水

源

ダム ２，９０６千ｍ３／年（１７．１％）

施

設

上水道 ４事業 表流水 ２，９２０千ｍ３／年（１７．２％）

簡易水道 ２６事業 伏流水 ３，３６８千ｍ３／年（１９．８％）

専用水道 １１施設 地下水他 ７，７８７千ｍ３／年（４５．９％）

小規模水道 １５事業

経

営

給水原価※ ２１７円／ｍ３

配水管使用効率 ９．４ｍ３／ｍ 供給単価※ ２１４円／ｍ３

給水収益※ ２，４９１，１８８ 千円／年

職員数 事務職２１人、技術職等２５人
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図 ４-７ 供給単価、給水原価、管路経年管率、管路更新率の推移（雄平圏域）

出典：市町村公営企業概要（各年度）

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

供給単価（円/ｍ3） 191.2 190.5 196.1 199.2 201.4 207.7 211.0 212.7 214.2 214.3 

給水原価（円/ｍ3） 194.7 189.6 204.3 199.2 205.3 217.5 222.3 215.5 219.6 216.5 

資本費（円/ｍ3） 121.7 116.4 120.5 116.8 120.1 124.6 123.7 124.7 121.5 118.3 

料金回収率（％） 98.2 100.5 96.0 100.0 98.1 95.5 94.9 98.7 97.6 99.0 

管路経年管率（％） 5.6 7.6 13.2 11.7 

管路更新率（％） 0.5 0.5 0.8 0.7 
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なお、圏域の設定に当たっては、厚生労働省が示す「都道府県水道ビジョン」作成の手引きで求めら

れる要件等について、以下のフローのとおり検討しています。

圏域区分（H20 設定）

「都道府県水道ビジョン」作成の手引き

R元.9

Ｅ以下の要件に適合しているか

① 地勢、水源等の自然的条件に適合した地理的範囲であ

ること。

② 圏域内のすべての水道の施設整備、維持管理、経営等

の業務が遂行できる技術的財政的基盤を備えているこ

と。

③ 管理の共同化や危機管理時の広域的な応援体制など

では、都道府県を越えた範囲の設定もありえること。

④ 既存の圏域区分がある場合には、市町村合併による行

政的社会的情勢の変化などを踏まえてその検証を行い、

必要に応じて圏域を見直し都道府県ビジョンに位置づ

けることが望ましいこと。

⑤ 圏域内の水道事業者間における発展的広域化の検討

の推進が確実に実行される範囲を設定すること。

今回の圏域区分の設定（H20 設定から変更なし）

Ｄ水道事業を適切に運営していくことが可能か

Ｃ全市町村がいずれかの圏域に含まれているか

Ａ人材配置、施設管理又は財源確保を考慮したか

Ｂ運営基盤が強靱で、持続可能な規模か

市町村意見（反対意見なし）


